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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の創出のため、次の考え方を基本として当社グループのコーポレートガバナンス
体制を構築しております。

（１）郵便局ネットワークを通じて当社グループの主要３事業のユニバーサルサービスを提供することにより、安定的な価値を創出するとともに、お
客さまにとっての新しい利便性を絶え間なく創造し、質の高いサービスの提供を追求し続けます。

（２）株主のみなさまに対する受託者責任を十分認識し、株主のみなさまの権利及び平等性が適切に確保されるよう配慮してまいります。

（３）お客さま、株主を含むすべてのステークホルダーのみなさまとの対話を重視し、適切な協働・持続的な共生を目指します。そのため、経営の透
明性を確保し、適切な情報の開示・提供に努めます。

（４）経済・社会等の環境変化に迅速に対応し、すべてのステークホルダーのみなさまの期待に応えるため、取締役会による実効性の高い監督の
もと、迅速・果断な意思決定・業務執行を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全てを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

　当社は、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」（以下「当社方針」という。）を策定し、次の当社ホームページに掲載しております。

　　https://www.japanpost.jp/corporate/management/governance/index02.html

　コーポレートガバナンス・コードにおいて開示すべきとされる事項については、当社方針のうち、それぞれ、次の項目を参照ください。

【原則１－４】：当社方針「政策保有株式（第17条）」

◇2024年度末基準の検証結果は以下のとおりです。

　当社が保有する政策保有株式の検証に当たっては、中長期的な経済合理性や将来の見通し等を勘案の上、その保有の狙い・合理性について
取締役会において毎年度検証するとともに、検証の内容を開示することとしております。

　2025年４月の取締役会において、上記主旨に則り、検証した結果、当社の保有する政策保有株式２銘柄について、継続保有が適当であることを
確認いたしました。

【原則１－７】：当社方針「取締役会の構成及び役割（第４条第６項）」

【補充原則２－４－１】

　中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方などについて、当社ホームページに掲載しております。

　　https://www.japanpost.jp/sustainability/

【原則３－１】

(i)：当社方針「参考４」及び「参考５」

(ii)：当社方針

(iii)：当社方針「報酬委員会（第８条第２項）」及び「参考14」

(iv)：当社方針「指名委員会（第７条第２項）」、「取締役会の構成及び役割（第４条第５項）」、「参考7」及び「参考10」

（v）：当社方針「参考８」及び「参考11」

【補充原則３－１－３】

(1)サステナビリティに関する取組み

　当社ホームページの中期経営計画「ＪＰ ビジョン2025＋」(P.59-61)に掲載しております。

　　https://www.japanpost.jp/ir/library/presentation/pdf/2024_q4_01.pdf

(2)人的資本・知的財産等の投資

　当社ホームページの中期経営計画「ＪＰ ビジョン2025＋」(人的資本：P.50-54、知的財産：P.55-58)に掲載しております。

　　https://www.japanpost.jp/ir/library/presentation/pdf/2024_q4_01.pdf

(3)気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響

　当社ホームページに掲載しております。

　　https://www.japanpost.jp/sustainability/environment/climate.html

【補充原則４－１－１】：当社方針「取締役会の構成及び役割（第４条第２項）」及び「参考３」

【原則４－９】：当社方針「指名委員会（第７条第３項）」及び「参考13」

【補充原則４－10－１】

指名・報酬などの特に重要な事項は、その過半数を独立社外取締役で構成する指名委員会又は報酬委員会において検討・決定を行っておりま
す。

【補充原則４－11－１】：当社方針「指名委員会（第７条第２項）」、「参考10」及び「参考12」

【補充原則４－11－２】：当社方針「参考２」

【補充原則４－11－３】：当社方針「取締役会評価（第６条）」及び「参考９」

【補充原則４－14－２】：当社方針「社外取締役の情報入手及び情報共有（第11条第１項）」及び「社内役員の研鑽（第13条）」



【原則５－１】：当社方針「株主との対話（第19条）」及び「参考15」

　なお、【原則２－６】について、当社は、企業年金の積立金の運用を行っておりません。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】【英文開示有り】【アップデート日付：2025/5/16】

　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応については、2024年5月15日に当社ホームページの中期経営計画「JPビジョン2025＋」 (P.

16「主要目標-PBR改善に向けたROE目標-」)に掲載しております。 　　

　　https://www.japanpost.jp/ir/library/presentation/pdf/2024_q4_01.pdf

　また、上記対応に関する財務数値のアップデートについては、2025年5月16日に2025年３月期会社説明会資料(P.5)で開示しております。

　　https://www.japanpost.jp/ir/library/presentation/pdf/20250515_02.pdf

【株主との対話の実施状況等】

　株主との対話の実施状況等については、本報告書の「Ⅲ.2.IR に関する活動状況」及び当社ホームページで開示しております。

　　https://www.japanpost.jp/sustainability/sustainability_management/engagement.html#stockholder

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

財務大臣 1,153,683,200 38.80

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 315,158,900 10.60

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 100,835,600 3.39

日本郵政社員持株会 93,937,700 3.15

STATE STREET BANK WEST CLIENT － TREATY 505234

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）
40,573,429 1.36

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）
35,074,925 1.17

JP MORGAN CHASE BANK 385781

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）
26,630,256 0.89

SMBC日興証券株式会社 25,915,862 0.87

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）
25,837,017 0.86

JPモルガン証券株式会社 18,182,573 0.61

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　当社は、2006年１月、郵政民営化法及び日本郵政株式会社法に基づき設立されました。

　大株主である財務大臣（政府）は、これらの法律及び東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別
措置法に基づき、2015年11月、2017年9月及び2021年10月に、その保有する当社株式の一部の処分（売却）を行いました。

　※上記「大株主の状況」は、2025年3月31日現在のものです。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上



直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 100社以上300社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

１．グループ経営に関する考え方及び方針

　当社は、日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険とグループ協定等を締結し、グループ共通の理念、方針、そ
の他のグループ運営に係る基本的事項について合意しており、これによりグループ各社が相互に連携・協力し、シナジー効果を発揮する態勢を構
築しております。

　上場子会社である株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険については、グループ運営を適切・円滑に行うために必要な事項や法令
等に基づき管理等が必要となる事項についてのみ、事前協議又は報告を求めることとし、一定の独立性を確保しております。

２．上場子会社を有する意義

　上場子会社を有する意義については、郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案に対する附帯決議（2012年４月26日参議院総務委員会）
において、当社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の株式について、可能な限り株式が特定の個人・法人へ集中することなく、
広く国民が所有できるよう努めることとされている主旨を踏まえ、2015年11月４日、当社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険が、
東京証券取引所市場第一部に同時に上場したものであり、郵政民営化法において、当社は、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保
険の経営状況、ユニバーサルサービスの責務の履行への影響等を勘案しつつ、できるだけ早期に当社が保有する両社株式の全株処分を目指す
こととされております。

３．上場子会社のガバナンス体制の実効性確保に関する方策

　グループの経営管理の実効性及び経営の効率性の維持・向上、グループガバナンスの強化の観点から、当社と上場子会社である株式会社ゆう
ちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の間で取締役の兼務を行っております。

　その一方、上場子会社の少数株主保護の観点から、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険については、指名委員会等設置会社
として、取締役会、指名委員会・監査委員会・報酬委員会において、その過半数を独立社外取締役で構成し、当該上場子会社の経営を自主的・自
律的に行えるよう措置しております。

　また、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の各社と当社との間で締結しているグループ協定等においては、グループ運営を適
切かつ円滑に行う観点から、各上場子会社の取締役選任議案を含む株主総会決議事項に該当する事項及び執行役選任を当社との事前協議事
項としております。

　当該グループ協定等に基づき、各上場子会社の役員選任プロセスに当社が関与しておりますが、同協定等において、当該事前協議は上場子会
社の意思決定を妨げる又は拘束するものではない旨を定めており、上場子会社の独立性を確保するよう措置しております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 指名委員会等設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 13名

【社外取締役に関する事項】

社外取締役の人数 8名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

8名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

貝阿彌　誠 弁護士

佐竹　彰 他の会社の出身者

諏訪　貴子 他の会社の出身者

伊藤　弥生 他の会社の出身者

大枝　宏之 他の会社の出身者

木村　美代子 他の会社の出身者

進藤　孝生 他の会社の出身者

塩野　紀子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名

所属委員会
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由指名
委員会

報酬
委員会

監査
委員会

貝阿彌　誠 ○ 　 　 ○

〔重要な兼職の状況〕

弁護士

セーレン株式会社社外監査役

東急不動産ホールディングス株式会社社
外取締役

＜社外取締役として選任した理由＞

同氏は、東京地方裁判所所長を務めるなど長
年にわたり法曹の職にあり、その経歴を通じて
培った法律の専門家としての経験・見識に基づ
き、取締役会、監査委員会等において当社の
経営に有益な意見・提言等をいただいておりま
す。引き続き、当社の経営に対する監督と
チェック機能を期待し、社外取締役に就任いた
だいております。なお、同氏は、過去に社外取
締役又は社外監査役となること以外の方法で
会社経営に関与したことはありませんが、上記
の理由により、社外取締役としての職務を適切
に遂行いただけると判断いたしました。

＜独立役員として指定した理由＞

同氏は、当社が定める「日本郵政株式会社独
立役員指定基準」（「その他独立役員に関する
事項」欄をご参照）を充足しており、東京証券取
引所の規定する、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役であると判断し、独
立役員として指定しております。



佐竹　彰 　 　 ○ ○ 〔重要な兼職の状況〕

＜社外取締役として選任した理由＞

同氏は、住友商事株式会社において事業部
門、財務部門等の要職を経て、住友精密工業
株式会社の代表取締役副社長執行役員等を
歴任し、長年にわたり株式会社の経営に携
わってまいりました。また、2019年6月には主要
子会社である株式会社かんぽ生命保険の社外
取締役、監査委員に就任し、当社グループの
事業に対する知見も深めております。その経歴
を通じて培った財務・会計等に関する知見、企
業経営における幅広い経験・見識に基づき、取
締役会、監査委員会等において当社の経営に
有益な意見・提言等をいただいております。引
き続き、当社の経営に対する監督とチェック機
能を期待し、社外取締役に就任いただいており
ます。

＜独立役員として指定した理由＞

同氏は、当社が定める「日本郵政株式会社独
立役員指定基準」（「その他独立役員に関する
事項」欄をご参照）を充足しており、東京証券取
引所の規定する、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役であると判断し、独
立役員として指定しております。

諏訪　貴子 　 ○ 　 ○

〔重要な兼職の状況〕

ダイヤ精機株式会社代表取締役

日本テレビホールディングス株式会社社
外取締役

＜社外取締役として選任した理由＞

同氏は、精密金属加工メーカーであるダイヤ精
機株式会社の代表取締役として長年にわたり
株式会社の経営に携わってまいりました。ま
た、2018年6月には主要子会社である日本郵
便株式会社の社外取締役に就任し、当社グ
ループの事業に対する知見も深めております。
その経歴を通じて培ったテクノロジー分野等に
関する知見、企業経営における幅広い経験・見
識に基づき、取締役会、監査委員会等におい
て当社の経営に有益な意見・提言等をいただ
いております。引き続き、当社の経営に対する
監督とチェック機能を期待し、社外取締役に就
任いただいております。

＜独立役員として指定した理由＞

同氏は、当社が定める「日本郵政株式会社独
立役員指定基準」（「その他独立役員に関する
事項」欄をご参照）を充足しており、東京証券取
引所の規定する、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役であると判断し、独
立役員として指定しております。

伊藤　弥生 　 　 ○ ○

〔重要な兼職の状況〕

株式会社カナデン社外取締役

西松建設株式会社社外取締役監査等委
員

＜社外取締役として選任した理由＞

同氏は、長年にわたり、日本の大手の情報通
信企業である株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
や、物流企業のヤマトホールディングス株式会
社等において経営企画やＩＴ戦略に関する業務
に携わってまいりました。その経歴を通じて培っ
た物流業、ＩＴ分野等に関する豊富な経験・見識
に基づき、取締役会、監査委員会等において
当社の経営に有益な意見・提言等をいただい
ております。引き続き、当社の経営に対する監
督とチェック機能を期待し、社外取締役に就任
いただいております。なお、同氏は、過去に社
外取締役となること以外の方法で会社経営に
関与したことはありませんが、上記の理由によ
り、社外取締役としての職務を適切に遂行いた
だけると判断いたしました。

＜独立役員として指定した理由＞

同氏は、当社が定める「日本郵政株式会社独
立役員指定基準」（「その他独立役員に関する
事項」欄をご参照）を充足しており、東京証券取
引所の規定する、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役であると判断し、独
立役員として指定しております。



大枝　宏之 　 ○ 　 ○

〔重要な兼職の状況〕

株式会社日清製粉グループ本社特別顧
問株式会社

荏原製作所社外取締役

積水化学工業株式会社社外取締役

公益財団法人一橋大学後援会理事長

＜社外取締役として選任した理由＞

同氏は、国内最大手の製粉会社である株式会
社日清製粉グループ本社及び日清製粉株式
会社の取締役社長等を歴任し、長年にわたり
株式会社の経営に携わってまいりました。その
経歴を通じて培った企業経営における幅広い
経験・見識に基づき、取締役会、報酬委員会等
において当社の経営に有益な意見・提言等を
いただいております。引き続き、当社の経営に
対する監督とチェック機能を期待し、社外取締
役に就任いただいております。

＜独立役員として指定した理由＞

同氏は、当社が定める「日本郵政株式会社独
立役員指定基準」（「その他独立役員に関する
事項」欄をご参照）を充足しており、東京証券取
引所の規定する、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役であると判断し、独
立役員として指定しております。

木村　美代
子

　 　 ○ ○

〔重要な兼職の状況〕

株式会社キングジム代表取締役社長 社

長執行役員兼ＣＥＯ兼開発本部長

ＡＲＥホールディングス株式会社社外取締
役監査等委員

＜社外取締役として選任した理由＞

同氏は、アスクル株式会社の創業メンバーの
一人として事業を立ち上げ、同社の子会社であ
るアスマル株式会社の代表取締役社長、アス
クル株式会社及び株式会社キングジムの取締
役を歴任し、現在は株式会社キングジム代表
取締役社長に就いており、長年にわたり株式
会社の経営に携わってまいりました。その経歴
を通じて培ったマーケティング分野等に関する
知見、企業経営における幅広い経験・見識に
基づき、取締役会等において当社の経営に有
益な意見・提言等をいただいております。引き
続き、当社の経営に対する監督とチェック機能
を期待し、社外取締役に就任いただいておりま
す。

＜独立役員として指定した理由＞

同氏は、当社が定める「日本郵政株式会社独
立役員指定基準」（「その他独立役員に関する
事項」欄をご参照）を充足しており、東京証券取
引所の規定する、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役であると判断し、独
立役員として指定しております。

進藤　孝生 ○ 　 　 ○

〔重要な兼職の状況〕

日本製鉄株式会社相談役

東京海上ホールディングス株式会社社外
取締役

株式会社日本政策投資銀行社外取締役

＜社外取締役として選任した理由＞

同氏は、日本を代表する大手鉄鋼企業である
日本製鉄株式会社において、代表取締役社
長、代表取締役会長等を歴任し、長年にわたり
株式会社の経営に携わってまいりました。その
経歴を通じて培った企業経営における幅広い
経験・見識に基づき、取締役会、指名委員会等
において当社の経営に有益な意見・提言等を
いただいております。引き続き、当社の経営に
対する監督とチェック機能を期待し、社外取締
役に就任いただいております。

＜独立役員として指定した理由＞

同氏は、当社が定める「日本郵政株式会社独
立役員指定基準」（「その他独立役員に関する
事項」欄をご参照）を充足しており、東京証券取
引所の規定する、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役であると判断し、独
立役員として指定しております。



塩野　紀子 　 　 ○ ○

〔重要な兼職の状況〕

キリンホールディングス株式会社社外取
締役、

弁護士ドットコム株式会社社外取締役

＜社外取締役として選任した理由＞

同氏は、エスエス製薬株式会社、株式会社コナ
ミスポーツ&ライフ（現コナミスポーツ株式会社）
及び医療機器メーカーであるワイデックス株式
会社の代表取締役社長等を歴任し、長年にわ
たり株式会社の経営に携わってまいりました。
その経歴を通じて培ったマーケティング分野等
に関する知見、企業経営における幅広い経験・
見識に基づき、取締役会等において当社の経
営に有益な意見・提言等をいただいておりま
す。引き続き、当社の経営に対する監督と
チェック機能を期待し、社外取締役に就任いた
だいております。

＜独立役員として指定した理由＞

同氏は、当社が定める「日本郵政株式会社独
立役員指定基準」（「その他独立役員に関する
事項」欄をご参照）を充足しており、東京証券取
引所の規定する、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない社外取締役であると判断し、独
立役員として指定しております。

【各種委員会】

各委員会の委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役（名） 社外取締役（名） 委員長（議長）

指名委員会 3 0 1 2 社外取締役

報酬委員会 3 0 1 2 社外取締役

監査委員会 4 1 0 4 社外取締役

【執行役関係】

執行役の人数 30名

兼任状況

氏名 代表権の有無
取締役との兼任の有無 使用人との

兼任の有無　 指名委員 報酬委員

根岸　一行 あり あり ○ ○ なし

飯塚　厚 あり あり × × なし

加藤　進康 あり なし × × なし

山代　裕彦 なし なし × × なし

浅井　智範 なし なし × × なし

林　俊行 なし なし × × なし

中俣　力 なし なし × × なし

飯田　恭久 なし なし × × なし

櫻井　誠 なし なし × × なし

柿木　彰 なし なし × × なし

砂山　直輝 なし なし × × なし

目黒　健司 なし なし × × なし

美並　義人 なし なし × × なし

西口　彰人 なし なし × × なし

小方　憲治 なし なし × × なし

大西　徹 なし なし × × なし

三苫　倫理 なし なし × × なし

三谷　暢宣 なし なし × × なし

牧　寛久 なし なし × × なし



中畑　育子 なし なし × × なし

西田　晃久 なし なし × × なし

若林　勇 なし なし × × なし

伊藤　友理 なし なし × × なし

小宮　昭夫 なし なし × × なし

倉田　泰樹 なし なし × × なし

竹中　正博 なし なし × × なし

赤尾　法彦 なし なし × × なし

鎌田　真弓 なし なし × × なし

小町　厚二 なし なし × × なし

堀口　浩司 なし なし × × なし

【監査体制】

監査委員会の職務を補助すべき取締役
及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の執行役からの独立性に関する事項

　監査委員会の職務を補助する組織として監査委員会事務局を設置するとともに、監査委員会の職務を補助するために必要な知識・能力を有す
る専属の使用人を配置しております。監査委員会事務局の使用人に係る採用、異動、人事評価、懲戒処分は、監査委員会又は監査委員会が選
定する監査委員の同意を得た上で行うこととしております。

監査委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

（１）監査委員会と会計監査人との連携

　監査委員会は、会計監査人から期初の段階から監査計画の説明を受けるとともに、その実施状況等について定期的に報告を受けるほか、監査
上の主要な検討事項（ＫＡＭ）について協議し、あるいは会計監査上の重要なポイント等を把握するため、必要に応じて意見交換を行うなどの連携
を図っております。なお、ＫＡＭについては特に「責任準備金及び価格変動準備金に係る繰延税金資産の回収可能性に係る判断の合理性」につ
いて注視し、会計監査人等と詳細に意見交換しております。

（２）監査委員会と内部監査部門との連携

　監査委員会は、内部監査方針、内部監査重点項目及び内部監査資源等を含む内部監査計画や内部監査部長等の重要人事案の同意を行いま
す。

　また、内部監査部門から定期的に内部監査の実施状況、監査結果、執行部門とのコミュニケーション等、内部監査に関する重要な事項について
報告を受け、経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要事項については速やかに報告を受けております。この場合において、監査委員会が必
要と認めたときには、監査委員会は内部監査部門に対して調査を求め、またはその職務の執行について具体的に指示を行うものとしております。

　さらに、監査委員会は、内部監査部門から職務・責任の遂行状況及び監査手法・人材育成等、内部監査の持続的な高度化・強化策の内容及び
実施状況について報告を受け、年次で内部監査機能の整備・運用状況をレビューし、評価を行うとともに監査委員会に内部監査部門を所管する
執行役が常時出席し、監査上の問題認識の共有を図るなど、監査委員会と内部監査部門とは緊密に連携しております。

（３）会計監査人と内部監査部門との連携

　内部監査部門は、内部監査活動を行うに当たっては、内部監査計画、内部監査結果等の共有や、定期的な意見交換等により会計監査人と緊密
な連携を保ち、効率的かつ実効性ある内部監査の実現に努めております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 8 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員の資格を充たす社外取締役をすべて独立役員に指定しております。

　当社は、次に掲げる基準に基づいて社外取締役の当社からの独立性を判断します。

「日本郵政株式会社独立役員指定基準」

１．当社は、次のいずれにも該当しない社外取締役の中から、東京証券取引所の定める独立役員を指定する。

（１）過去に当社グループの業務執行者であった者

（２）当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者等

（３）当社グループの主要な取引先である者又はその業務執行者等

（４）当社グループの会計監査人の社員、パートナー又は従業員

（５）当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得、又は得ていたコンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得
ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者又は過去に所属していた者）

（６）当社の主要株主（法人（国を除く。）である場合には、当該法人の業務執行者等）

（７）当社が主要株主である法人の業務執行者等

（８）当社グループの大口債権者又はその業務執行者等



（９）次に掲げる者（重要でない者を除く。）の配偶者又は二親等内の親族

ア　前記（１）から（８）までに掲げる者

イ　当社の子会社の業務執行者

（10）当社グループの業務執行者等が社外役員に就任している当該他の会社の業務執行者等

（11）当社グループから多額の寄付を受けている者（当該寄付を受けている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体の業務執行者等又
はそれに相当する者）

※本基準における用語の意義は、次に定めるところによる。

・当社グループ：当社及び当社の子会社

・業務執行者：会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者

・業務執行者等：業務執行者又は過去に業務執行者であった者

・当社グループを主要な取引先とする者：過去３事業年度における当社グループからその者への支払の年間平均額が、その者の過去３事業年度
の年間平均連結総売上高の２％以上である者

・当社グループの主要な取引先である者：過去３事業年度におけるその者から当社グループへの支払の年間平均額が、当社の過去３事業年度の
年間平均連結経常収益の２％以上である者

・多額の金銭：個人　過去３事業年度において年間平均1,000万円以上の金銭

　　　　　　　　　団体　過去３事業年度における当社グループからその者への支払の年間平均額が、

　　　　　　　　　　　　その者の過去３事業年度の年間平均連結総売上高の２％以上である場合の金銭

・主要株主：金融商品取引法第163条第１項に規定する主要株主

・大口債権者：当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機関その他の大口債権者

・多額の寄付：過去３事業年度において年間平均1,000万円以上の寄付

２．独立役員の属性情報に関し、独立役員に係る取引又は寄付が次に定める軽微基準を充足する場合は、当該独立役員の独立性に与える影響
がないと判断し、独立役員の属性情報の記載を省略する。

（１）取引

ア　過去３事業年度における当社グループから当該取引先への支払の年間平均額が、当該取引先の過去３事業年度の年間平均連結総売上高
の１％未満

イ　過去３事業年度における当該取引先から当社グループへの支払の年間平均額が、当社の過去３事業年度の年間平均連結経常収益の１％未
満

（２）寄付

当社グループからの寄付が、過去３事業年度において年間平均500万円未満

【インセンティブ関係】

取締役・執行役へのインセンティブ付与
に関する施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　制度の内容等につきましては、「【取締役・執行役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役・執行役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

（個別の執行役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　社内役員（執行役を含む。）、社外役員の別に、員数及び支給総額を開示しております。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役及び執行役の報酬等につきましては、報酬委員会が「取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針」を
概要以下のように定め、この方針に則って報酬等の額を決定しております。

（１）報酬体系

ア　取締役と執行役を兼務する場合は、執行役としての報酬を支給する。

イ　当社の取締役が受ける報酬については、経営等に対する責任の範囲・大きさを踏まえ、職責に応じた確定金額報酬を支給するものとする。

ウ　当社の執行役が受ける報酬については、職責に応じた基本報酬（確定金額報酬）、短期インセンティブである賞与並びに中長期インセンティブ
である株式報酬（業績非連動型及び業績連動型）を支給するものとし、業績目標の達成及び持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機
能する仕組みとする。

（２）取締役の報酬

　取締役の報酬については、経営の監督という主たる役割を踏まえ、職責に応じた一定水準の確定金額報酬を支給し、その水準については取締
役としての職責の大きさ及び各委員会における役割並びに当社の現況を考慮して相応な程度とする。

（３）執行役の報酬

　執行役の報酬については、役位によって異なる責任の違い等を踏まえ、その職責に応じた一定水準の基本報酬（確定金額報酬）及び株式報酬
（業績非連動型）並びに経営計画の達成状況等を反映させた業績連動型の賞与及び株式報酬を支給する。

　基本報酬の水準については執行役の職責の大きさと当社の現況を考慮して相応な程度とする。ただし、特別な業務知識・技能が必要な分野を
担当する執行役であって、その職責に応じた報酬によっては他社において当該分野を担当する役員が一般に受ける報酬水準を著しく下回ることと
なる者については、職責に応じた報酬に代え、他社の報酬水準を参考とした報酬を基本報酬とすることができる。

　賞与については、単年度の業績目標の着実な達成を促すインセンティブとして機能するよう、職責に応じた基準額に個人別評価に基づく係数及
び経営計画の達成状況等に応じて変動する支給率を乗じて算出される金銭を毎年付与する。

　株式報酬については、中長期的な企業価値の向上及び持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能するよう、職責に応じた定額のポ
イントを毎年付与するとともに、職責に応じた基本ポイント及び個人別評価に基づく評価ポイントに経営計画の達成状況等に応じて変動する支給
率を乗じて算出されるポイントを中期経営計画の最終年度終了後に付与し、退任時に累積されたポイントに応じた株式及び一定割合の株式を換
価して得られる金銭を給付するものとする。

　なお、国家公務員からの出向者が執行役に就任した場合にあっては、当該執行役の退任時（退任後、引き続いて国家公務員となる場合を除
く。）に国家公務員としての在職期間を通算の上、社員の退職手当規程を準用して算出された退職慰労金を支給できるものとする。

（４）その他

　当社の取締役又は執行役であってグループ会社の取締役、監査役、執行役又は執行役員を兼職する場合は、当該取締役又は執行役が主たる
業務執行を行う会社においてその報酬を支給する。

【社外取締役のサポート体制】

　当社は、取締役会事務局を設置し、社外取締役に対して、時間的余裕をもった年間スケジュールの調整、必要に応じた情報の的確な提供、議案
の内容等の十分な事前説明並びに事前の検討時間及び取締役会における質疑時間の確保に配慮した運営体制を整備しております。

　また、監査委員会を補助する組織として監査委員会事務局を設置し、監査委員会の職務を補助するのに必要な知識・能力を有する専属のスタッ
フを配置します。当該スタッフは、監査委員会又は監査委員会が選定する監査委員の指揮命令に従い、調査を行い報告を受ける等の業務を実施
するとともに、当該スタッフに係る採用、異動、人事評価、懲戒処分は、監査委員会又は監査委員会が選定する監査委員の同意を得た上で行わ
なければならないとすることにより、その独立性を確保します。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社におけるコーポレート・ガバナンスの概要は、以下のとおりです。

（１）監督機能

ア　取締役会

　取締役13名（うち社外取締役８名）で構成し、経営の基本方針等、法令で定められた事項のほか、特に重要な業務執行に関する事項等を決定す
るとともに、取締役及び執行役の職務の執行の監督を行っております。

イ　指名委員会

　取締役３名（うち社外取締役２名）で構成し、株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定しております。

なお、日本郵政株式会社法の規定により、当社の取締役の選任及び解任の決議は、総務大臣の認可を受けなければ、その効力を生じないことと
されております。

〔委員長〕進藤 孝生（社外取締役）

〔委　員〕貝阿彌 誠（社外取締役）、根岸 一行（取締役兼代表執行役社長）

ウ　報酬委員会

　取締役３名（うち社外取締役２名）で構成し、取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針を定め、同方針に基づき、個
人別の報酬等の内容を決定しております。

〔委員長〕大枝 宏之（社外取締役）

〔委　員〕諏訪 貴子（社外取締役）、根岸 一行（取締役兼代表執行役社長）



エ　監査委員会

　取締役４名（うち社外取締役４名）で構成し、取締役及び執行役の職務執行の監査、計算書類等に係る会計監査人の監査の方法・結果の相当
性の監査、監査報告の作成等を行い、また、株主総会に提出する会計監査人の選任・解任・不再任に関する議案の内容を決定することとしており
ます。

　なお、監査委員佐竹彰氏は、住友精密工業株式会社等において、代表取締役副社長執行役員等を歴任し、長年にわたり株式会社の経営及び
財務部門の業務に携わり、その経歴を通じて培った財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

〔委員長〕佐竹 彰（社外取締役、常勤）

〔委　員〕伊藤 弥生（社外取締役）、木村 美代子（社外取締役）、塩野 紀子（社外取締役）

（２）執行機能

ア　執行役社長

　執行役社長は、取締役会から委任を受けた重要な業務の執行を決定し、また、重要な業務を執行します。

イ　執行役社長以外の執行役

　執行役社長以外の執行役は、取締役会が定める職務分掌における担当分野において、取締役会から委任を受けた業務の執行を決定し、また、
業務を執行します。

ウ　経営会議

　執行役社長の諮問機関として、執行役社長が指名する執行役で構成し、原則として、取締役会決議事項、執行役社長の権限事項等の協議を行
うほか、グループの重要な経営状況等の報告を行っております。

エ　投資委員会

　執行役社長の諮問機関として、執行役社長が指名する執行役で構成し、原則として、高度な機密性を有する子会社等の新設、子会社等の株式
の取得及び処分並びに他の会社への資本参加等の案件について協議を行っております。

オ　リスク・コンプライアンス委員会

　経営会議の諮問機関として、以下の者で構成し、当社及び当社グループのコンプライアンスに係る事項及びリスク管理に係る事項について審議
を行い、その結果を経営会議に報告しております。

・コンプライアンス統括部、クライシスマネジメント統括部、内部監査部、経営企画部及び人事部を担当する執行役

・コンプライアンス統括部長、クライシスマネジメント統括部長

カ　サステナビリティ委員会

　経営会議の諮問機関として、以下の者で構成し、当社及び当社グループのサステナビリティ経営に係る事項について審議を行い、その結果を経
営会議に報告しております。

・サステナビリティ推進部を担当する執行役（委員長）

・コンプライアンス統括部、クライシスマネジメント統括部、ＣＸデザイン部、総務部、人事部、経理・財務部、経営企画部及び広報宣伝部を担当する
執行役

キ　情報開示委員会

　経営会議の諮問機関として、以下の者で構成し、当社の情報開示及び株主との対話に係る事項について審議を行い、その結果を経営会議に報
告しております。

・経営企画部、コンプライアンス統括部、経理・財務部を担当する執行役

（３）グループ・ガバナンス体制

ア　グループ協定等の締結

　当社は、日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険とグループ協定等を締結し、グループ共通の理念、方針、そ
の他のグループ運営に係る基本的事項について合意しており、これによりグループ各社が相互に連携・協力し、シナジー効果を発揮する体制を構
築しております。

　また、グループ全体に重大な影響を与える事項や経営の透明度確保に必要な事項については、当社が個別の承認・協議又は報告を求めること
により、グループ・ガバナンスを確保しております。

イ　グループ運営会議

　日本郵政グループ協定に基づき、効率的かつ効果的なグループ運営を推進するため、グループ経営に関する重要事項を課題ごとに議論し、グ
ループ会社の経営陣の認識の共有を図る場として、以下の者で構成するグループ運営会議を設置しております。

・日本郵政株式会社の執行役社長と執行役副社長若干名

・日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の社長

（４）その他

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（同項に定める非業務執行取締役等であるものに限る。）との間に、同法第423条第１項の
責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めております。当該契約に基づく責任の限度額は、同法第425条第１項各号に掲げる金額の合計
額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、以下の観点から「指名委員会等設置会社」を選択しております。

（１）経営の基本方針の策定等の重要な意思決定及び監督とその決定に基づく業務執行とを分離し、経営の機動性を高めるとともに、取締役会に
よる当社グループの経営監督体制を構築する。

（２）独立役員を中心とした取締役会並びに指名委員会、報酬委員会及び監査委員会の３委員会の機能発揮により、社外の視点を経営に十分に
活用するとともに、経営の意思決定の透明性及び公正性を確保する。

（３）すべてのステークホルダーのみなさまに対して、適切に説明責任を果たし得るコーポレート・ガバナンス体制を実現する。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
総会議案について株主の皆さまに十分にご検討いただけるよう、招集通知を早期に発送
するとともに発送に先立ち当社及び東京証券取引所のウェブサイトに掲載（2025年は、株
主総会の４週間前から掲載）しております。

集中日を回避した株主総会の設定
多くの株主さまにご出席いただけるように、株主総会開催日を設定するように努めており
ます。

第20回定時株主総会は、6月25日に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使
株主総会における権利行使に係る適切な環境整備の観点から、インターネット（パソコン、
スマートフォン等）による議決権行使を可能としています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを利用しており
ます。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英訳版を作成し、和文と同じタイミングにて当社及び東京証券取引所ウェブサ
イトに早期に掲載しております。

その他

当社グループの主な取組みについてのビジュアル化など、株主の皆さまにとって分かりや
すい株主総会になるよう努めております。また、インターネットライブ中継の実施や当社
ウェブサイトにおいて事前のご質問をお受けする他、議決権行使結果に関する臨時報告
書を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページに「ディスクロージャーポリシー」を掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
当社ホームページに個人投資家向けのページを設けているほか、説明会の開
催など、情報提供の充実を図っております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期ごとに説明会を開催し、経営陣より業績等について説明を行っておりま
す。また、四半期ごとにテレフォンカンファレンスを行っております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
経営陣による海外IRを実施しております。また、英文ＩＲページを作成し、情報を
発信しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信等決算情報、決算情報以外の適時開示資料、有価証券報告書及び
四半期報告書、財務データ等をホームページに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部ＩＲ室を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社Ｗｅｂページ等により広く公表している「日本郵政グループ行動憲章」において、以
下のとおり、当社グループに係るステークホルダーの立場を尊重することを宣言しており
ます。

１．信頼の確保

・　お客さまの立場に立ち、お客さまの期待に応えることにより、お客さまの信頼を獲得し
ます。

・　情報の保護と管理を徹底し、お客さまと社会に対して安心を約束します。

・　透明性の高い業務運営と公正な開示を通じて、企業としての説明責任を果たします。

２．規範の遵守

・　法令や社会規範、社内ルールを遵守し、誠実な企業活動を継続します。

・　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは、断固として対
決します。

・　責任と権限を明確にし、プロセスと結果を厳正に評価して職場規律を維持します。

３．共生の尊重

・　環境に配慮し、企業活動を通じて積極的に社会に貢献します。

・　多様なステークホルダーとの対話を重視し、持続的な共生を目指します。

・　人権を尊重し、安全で働きやすい職場環境を確保します。

４．価値の創造

・　お客さまにとって新しい利便性を創り、質の高いサービスを提供します。

・　郵政ネットワークを通じて三事業のユニバーサルサービスを提供することで、安定的な
価値を創出します。

・　社員の相互理解と連携を推進し、一人ひとりが役割と責任を果たすことによって、チー
ムワークを発揮しつつ、郵政グループの企業価値を創造していきます。

５．変革の推進

・　お客さまに安定したサービスを提供していくために、技術革新を採り入れ、常に内部変
革を行います。

・　広い視野、高い視点に立って、グループの発展のために創造性を発揮します。

・　世界とつながり世界へ拡がるビジネスに、積極果敢にチャレンジします。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社グループは、「日本郵政グループサステナビリティ基本方針」において、「1．地域社
会と共に」「2．地球と共に」「3．人と共に」の3つのテーマを掲げ、事業活動を通じてグルー
プ一体となってこれらに取り組んでおります。

https://www.japanpost.jp/sustainability/sustainability_management/policy.html

　また、「JP ビジョン2025＋」において、「日本郵政グループの強みを活かして、各事業戦

略を通じたグループとしての成長と、Well-being の向上　及びGX を含む低環境負荷社会

への貢献を通じた、社会とグループの持続可能性の向上を目指す」ことをサステナビリ
ティ経営の目標として設定し、サステナビリティ経営を推進していくこととしています。

https://www.japanpost.jp/ir/library/presentation/pdf/2024_q4_01.pdf

　なお、具体的な取組みの内容につきましては、当社グループの有価証券報告書、統合
報告書（ディスクロージャー誌）、サステナビリティレポート、当社ホームページにおいて開
示しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、株主、投資家等の皆さまに対して、正確かつ公平に、情報を開示するとともに、
ディスクロージャーポリシーを策定し、建設的な対話に努めることとしております。

その他

健康経営の推進

　当社グループは、労働災害の発生を防止するとともに、社員の健康障害の防止及び快
適な職場環境の形成を図るため、労働安全衛生法令等の関係法令を順守し、社員の安
全の確保、健康維持・増進に取り組んでいます。

　健康経営の推進にあたってはグループ一体となって取り組んでおり、日本郵政株式会
社、日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険の社長を
「健康経営推進責任者」とした「日本郵政グループ健康経営推進体制」を構築、2022年5月
に「日本郵政グループ健康宣言」、2023年5月に「日本郵政グループ禁煙宣言」を公表、20
24年5月に「日本郵政グループ健康経営戦略マップ」を策定し、「からだの健康施策」「ここ
ろの健康施策」「社員がいきいきと働くための取組み」のカテゴリーに沿って各種施策を実
施しています。

　お客さまと社員の幸せを目指す経営理念の実現に向け、社員が心身ともに健康で持て
る能力を存分に発揮し活き活きと働けることを目指し、社員の心身の健康に関するデータ
を基に現状を分析・課題を把握した上で「日本郵政グループ健康経営KPI」を設定し、評
価・分析を繰り返して次の取り組みに活かしています。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、当社グループの経営方針に則り、業務の健全性・適切性を確保するための態勢の整備に係る「日本郵政株式会社内部統制システムの
構築に係る基本方針」を定めるとともに、コンプライアンス、内部監査、リスク管理、情報セキュリティなどの内部統制について、グループ協定等を
締結することにより当社グループ各社に態勢の整備を求めています。

　また、当社グループ各社から報告を求めることにより、適切な運営が行われているかを常にモニタリングし、必要に応じて改善のための指導を



行っています。

「内部統制システムの構築に係る基本方針」は、以下のとおり取締役会で決議し、その運用状況については、内部統制等総括会議、経営会議及
び取締役会に定期的に報告し、改善を図っております。

■「日本郵政株式会社内部統制システムの構築に係る基本方針」

１　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険（以下「３事業会社」という。）との間で日本郵政グループ協定、日本
郵政グループ運営に関する契約及びグループ運営のルールに関する覚書（以下「グループ運営覚書」という。）を締結し、グループ運営を適切か
つ円滑に実施するために必要な事項（グループの経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要事項を含む。）等について、事前承認申請又は報
告（株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険にあっては事前協議又は報告）を求める。

（２）上記（１）その他の方法により把握した情報のうち、グループの経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要事項については、速やかに経営
会議及び取締役会に報告する。

（３）グループ内取引が適正に行われ、グループ各社の健全性に重大な影響を及ぼすことのないよう、グループ運営覚書において、グループ内取
引に関する基本方針及びグループ各社が遵守すべき事項等について定める。

２　当社の執行役及び使用人並びに子会社の取締役、執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）グループの経営理念、経営方針及び行動憲章を定め、グループ各社の役職員が、事業活動のあらゆる局面において法令等を遵守するよう周
知徹底を図る。また、グループ運営覚書において、コンプライアンス態勢の基本的枠組みを構築する。

（２）グループのコンプライアンスを統括する部署を設置し、コンプライアンスの推進に努めるとともに、リスク・コンプライアンス委員会及びグループ
リスク・コンプライアンス委員会を設置し、グループの経営上のコンプライアンスに係る方針、具体的な運用、営業・業務上の課題も含めた諸問題
への対応等について審議し、重要な事項を経営会議、監査委員会及び取締役会に報告する。

（３）当社の企業活動に関連する法令等に関する解説等を記載したコンプライアンス・マニュアルを作成するとともに、役職員が遵守すべき法令及
び社内規則等に関する研修を実施することなどにより、コンプライアンスの徹底を図る。また、グループ運営覚書において、３事業会社にコンプライ
アンス・マニュアルの作成、研修の実施などによるコンプライアンスの徹底を求める。

（４）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、グループの行動憲章に基づき、グループ全体として断固対決する姿勢を持
ち、反社会的勢力との一切の関係を遮断し排除する。また、平素からグループ各社及び警察等の外部専門機関と連携をとり、違法行為や不当要
求行為等には毅然と対応する。

（５）グループの財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するため、グループ運営覚書において、財務報告に係る内部統制の整備、
運用、評価及び報告に関するルールを定める。また、財務報告に係る内部統制の整備等を統括する部署及び財務報告に係る内部統制の独立的
評価を実施する部署を設置し、グループの財務報告の信頼性の確保に努めるとともに、重要な事項を必要に応じて経営会議、監査委員会及び取
締役会に報告する。

（６）法令又は社内規則の違反が生じた場合の報告ルールを定めるとともに、社内外に内部通報窓口を設け、その利用につき役職員に周知する。

（７）被監査部門から独立した内部監査部門により、法令等遵守状況を含め実効性ある内部監査を実施する。また、グループ運営覚書において、３
事業会社に実効性のある内部監査を求めるとともに、内部監査の実施状況や内部監査態勢の状況等のモニタリングを行い、その結果を経営会
議、監査委員会及び取締役会に報告する。

３　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）グループリスク管理における基本方針として、リスク管理の基本原則、管理対象リスクなどリスク管理に当たって遵守すべき基本事項をグルー
プ運営覚書に定める。

（２）グループのリスク管理を統括する部署を設置し、グループが抱えるリスクの状況を把握し、分析・管理を行うとともに、発生リスクへの対処方法
や管理手法の是正を行う。また、リスク・コンプライアンス委員会及びグループリスク・コンプライアンス委員会を設置し、グループのリスク管理の実
施状況について審議を行い、重要な事項を経営会議、監査委員会及び取締役会に報告する。

（３）当社のリスク管理について、管理方針及び管理規程により、リスクの区分、管理方法、管理態勢等を定めて実施する。また、リスク管理に係る
事項はリスク・コンプライアンス委員会で審議し、経営会議に報告する。さらに、重要な事項は経営会議において審議するとともに、取締役会に審
議を求め、又は報告する。

（４）経営に重大な影響を与えるリスクが顕在化した場合に、迅速かつ適切に対処し、是正手段をとるため、グループ運営覚書において、危機管理
態勢及び危機対応策等に関するルールを定める。

４　執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

経営会議規則及び文書管理規程等において、経営会議議事録、稟議書をはじめとする執行役の職務執行に係る各種情報の保存及び管理の方
法並びに体制を明確化し、適切な保存及び管理を図るとともに、監査委員会及び内部監査部門の求めに応じ、請求のあった文書を閲覧又は謄写
に供する。

５　当社の執行役並びに子会社の取締役及び執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）執行役で構成する経営会議を原則として毎週開催し、取締役会から委任を受けた事項及び取締役会付議事項について協議する。また、経営
会議の諮問機関として、必要に応じて専門委員会を設置する。

（２）組織規程及び職務権限規程を定め、各組織の分掌並びに執行役の職務権限及び責任を明確化し、執行役の職務執行の効率化を図る。

（３）効率的かつ効果的なグループ経営を推進するため、グループ経営に関する重要事項を課題ごとに議論し、認識の共有を図るためにグループ
運営会議を設置する。

６　監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

監査委員会の職務を補助する組織として監査委員会事務局を設置するとともに、監査委員会の職務を補助するのに必要な知識・能力を有する専
属の使用人を配置する。

７　監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役からの独立性に関する事項

監査委員会事務局の使用人に係る採用、異動、人事評価、懲戒処分は、監査委員会又は監査委員会が選定する監査委員の同意を得た上で行
う。

８　監査委員会の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査委員会事務局の使用人は、監査委員会又は監査委員会が選定する監査委員の指揮命令に従い、調査を行い報告を受ける等の業務を実施
する。

９　監査委員会への報告に関する体制

（１）内部統制を所管する執行役は、監査委員会に定期的にグループの内部統制に係る業務の執行状況を報告する。

（２）内部監査部門を所管する執行役は、グループの内部監査の実施状況及び結果について定期的に監査委員会に報告し、経営に重大な影響を
及ぼすおそれのある重要事項については速やかに監査委員に報告する。この場合において、監査委員会が必要と認めたときには、監査委員会
は内部監査部門を所管する執行役に対して調査を求め、またはその職務の執行について具体的に指示を行うものとする。

（３）コンプライアンス部門を所管する執行役は、グループのコンプライアンス推進状況及びコンプライアンス違反の発生状況等について、定期的に
監査委員会に報告する。

また、内部通報等により発覚したグループの重大なコンプライアンス違反事案（そのおそれのある事案を含む。）については、速やかに監査委員に
報告する。

（４）執行役及び使用人は、グループの経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要事項について、速やかに監査委員に報告する。

（５）執行役及び使用人は、監査委員会の求めに応じて、グループの業務執行に関する事項を報告する。

（６）監査委員会又は監査委員に報告を行った者に対し、当該報告等を行ったことを理由として不利益な取扱いを行ってはならないものとする。



10　監査委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

執行役及び使用人は、監査委員が監査委員会の職務の執行として弁護士、公認会計士その他の社外の専門家に対して助言を求める又は調査、
鑑定その他の事務を委託するなど所要の費用を会社に対して請求したときは、当該請求に係る費用が監査委員会の職務の執行に必要でないこ
とを会社が証明した場合を除き、これを拒むことができないものとする。

11　その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）代表執行役は、当社の経営の基本方針、対処すべき課題、内部統制システムの機能状況等の経営上の重要事項について、監査委員会と定
期的に意見交換を行い、相互認識を深めるよう努める。

（２）監査委員会は、会計監査人から事前に監査計画の説明を受け、定期的に監査実施報告を受けるほか、会計監査上の重要なポイント等を常
に把握するため、必要に応じて意見交換を行うなどの連携を図る。

（３）監査委員会は、その職務の執行に当たり、３事業会社の監査委員会又は監査役と定期的に意見交換を行うなど連携を図る。

（４）内部監査部門の重要な人事は、監査委員会の同意を得た上で行う。

（５）内部監査計画のうち中期監査計画及び年度監査計画の策定等は、監査委員会の同意を得た上で行う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、反社会的勢力による被害を防止するため、平成19年６月19日付の犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ「企業が反社会的勢力による被害
を防止するための指針」が取りまとめられたこと等を受け、当社におけるその社会的責任を強く認識し、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える
反社会的勢力および団体とは、断固として対決します」を基本方針とし、組織としての対応、取引を含めた一切の関係遮断、有事における民事と
刑事の法的対応、裏取引の禁止、外部専門機関との連携、資金提供の禁止、等に取り組んでおります。

２　反社会的勢力排除に向けた整備状況

（１）行動規範等の整備状況

　当社は、日本郵政グループの各社と、そこに働く一人ひとりの基本的な行動姿勢を示す「日本郵政グループ行動憲章」において上記の基本方針
を定めているほか、「日本郵政株式会社内部統制システムの構築に係る基本方針」、「反社会的勢力との関係遮断に関する経営トップの宣言」を
策定し、反社会的勢力との一切の関係遮断に向けて取り組んでおります。また、反社会的勢力排除に向けた具体的な内容を社内規程等に定めて
おります。

（２）対応統括部署及び不当要求防止責任者

　当社は、反社会的勢力による不当要求が発生した場合の対応を統括する部署を定め、当該部署において社内における反社会的勢力との関係
を遮断するための取組み等を実施しております。また、不当要求防止責任者を本社や附属施設に配置し、反社会的勢力からの不当な要求等への
適切な対応についての事務を統括する等しております。

（３）外部の専門機関との連携

　当社は、平素から不当要求防止責任者等を通じて、警察等との緊密な連携を図るとともに、緊急時には警察への通報、弁護士への相談を必要
に応じ行うなど、外部の専門機関と連携の上、反社会的勢力対応を行っております。

（４）反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

　当社は、反社会的勢力対応の統括部署が反社会的勢力に関する情報を集約し、一元的に管理する態勢を構築しております。

（５）対応マニュアルの整備状況

　当社は、反社会的勢力への対応にあたり、具体的な対応態勢に係るマニュアルを定め、組織的かつ統一的な対応が図られるよう取組みを行っ
ております。

（６）研修活動状況

　当社は、定期的に、反社会的勢力に関する役員・社員研修を実施しております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社は、日本郵政株式会社法第２条において、政府が、常時、発行済株式の総数の３分の１を超える株式を保有していなければならないとされ
ていること、同法第９条において、取締役の選任及び解任の決議は、総務大臣の認可を受けなければ、その効力を生じないとされていることに鑑
み、いわゆる買収防衛策は導入しない方針です。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

１．基本的な考え方

　当社はディスクロージャーポリシーにおいて、金融商品取引法その他の関係法令及び東京証券取引所が定める有価証券上場規程を遵守し、当
社グループに係る重要情報等を適切に管理し、株主、投資家等の皆さまに対して、正確かつ公平に情報開示を行う方針としております。

　また、ＩＲ活動に関する社内体制の整備等を統括する執行役として経営企画部担当執行役を指定の上、各部室が連携し、適切な情報開示を行う
ことが可能となるよう社内体制の整備・充実に努めます。

２．適時開示に係る社内体制

（１）総轄責任者

　情報開示を統括するため、経営企画部担当執行役を「総轄責任者」とし、経営企画部ＩＲ室長を東京証券取引所有価証券上場規程に定める「情
報取扱責任者」としております。

（２）情報開示委員会

　情報開示委員会を設置し、情報開示に関する審議等を行います。



（３）開示担当部署

　情報開示に係る担当部署を経営企画部ＩＲ室と定め、有価証券上場規程等に基づき適時・適切な情報開示を行います。



【コーポレート・ガバナンス体制の模式図（参考資料）】  



【適時開示体制の模式図（参考資料）】  
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